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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

802,450 802,450 活動指標の名称 目標値 487,938 487,938

1 総
市役所本庁舎再
整備事業

市役所利用者が安全で安
心して施設利用ができる
ように、市役所本庁舎の
再整備を実施する。

関係各
課

政
策

公共施設整
備・再編計画
の推進

0

市役所新庁舎基本計
画の策定時期を延伸
したが、平成２３年
度中の策定に向けて
作業を進めており、
今後成果が見込め
る。

Ｃ 事業の進捗状
況

基本設
計・実施
設計

76,442

業
務
計
画

未 中 中 高
現状維

持
なし 維持

1
市役所本庁舎再
整備事業

市役所本庁舎再整備
基本方針の策定

市役所本庁舎
再整備基本方
針の策定時期

22年7月 22年8月

1
市役所本庁舎再
整備事業

市役所新庁舎基本計
画の策定

市役所新庁舎
基本計画の策
定時期

23年3月 継続中 0
市役所新庁舎基本計
画の策定

市役所新庁舎
基本計画の策
定時期

23年10
月

13,810

業
務
計
画

不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

1
市役所本庁舎再
整備事業

茅ヶ崎市役所本庁舎
緊急対策アドバイ
ザー会議の実施

会議の開催回
数

年5回 年3回

1
市役所本庁舎再
整備事業

茅ヶ崎市行政拠点地
区周辺の地区計画策
定

茅ヶ崎市行政
拠点地区周辺
地区計画策定
時期

24年3月 3,620

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

1
市役所本庁舎再
整備事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計の着手

新庁舎建設基
本設計・実施
設計の着手時
期

23年12
月

58,912

業
務
計
画

不
可

必
要

可 可 無 なし 維持

1
市役所本庁舎再
整備事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関す
る庁内検討会議

新庁舎建設検
討会議の開催

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
市役所本庁舎再
整備事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関す
る庁内検討会議

新庁舎建設検
討会議幹事会
の開催

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
市役所本庁舎再
整備事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関す
る庁内検討会議

新庁舎建設検
討会議作業部
会の開催

年6回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
市役所本庁舎再
整備事業

新庁舎建設基本設
計・実施設計に関す
る調査研究

有識者等によ
る助言・調査

年2回 100

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
市役所本庁舎再
整備事業

（事業№３から統
合）

本庁舎３階以上の荷
重低減対策

庁内検討会議
の開催回数

年2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

701 総
行政拠点地区公
共施設再整備

　公共施設整備・再編計
画に基づき、各施設の計
画的、かつ、効果的な再
整備を推進する。

関係各
課

行政拠点地区
再整備

目標とした期限まで
に事務を完了し、成
果が出ている。

Ａ

701
行政拠点地区公
共施設再整備

701
行政拠点地区公
共施設再整備

市民文化会館の実施
設計の完了

関係課及び利
用者団体等と
の協議の回数
(文化生涯学
習課、建築課
と共管）

年3回 年6回

701
行政拠点地区公
共施設再整備

事業No3「市役所本
庁舎緊急対策」の庁
内検討会議で継続的
に検討する。

601 総
市役所本庁舎緊
急対策

本庁舎1・2階事務室等に
ついて本庁舎外への一時
避難及び本庁舎各階の荷
重の低減を図る。

全市民
及び関
係各課

 416,324
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

施設再編整備課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

施設再編整備課

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

802,450 802,450 活動指標の名称 目標値 487,938 487,938

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

施設再編整備課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

施設再編整備課

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

601
市役所本庁舎緊
急対策

仮設庁舎の整備
仮設庁舎等の
整備時期

22年9月 22年9月 158,973
（用地管財課へ事務
移管）

601
市役所本庁舎緊
急対策

本庁舎の荷重低減対
策に伴うコンピュー
タ等の移設

移設工事の設
計完了時期

22年5月 22年5月 6,384

601
市役所本庁舎緊
急対策

本庁舎の荷重低減対
策に伴うコンピュー
タ等の移設工事（６
月補正で対応）

移設工事の完
了時期

23年1月 23年1月 224,560

601
市役所本庁舎緊
急対策

車庫倉庫棟等改修工
事

工事の完了時
期

22年6月 22年6月 25,210

601
市役所本庁舎緊
急対策

事務室移転に伴う整
備工事

仮設庁舎整備
工事の完了時
期

22年9月 22年9月 1,197

601
市役所本庁舎緊
急対策

庁内検討会議
会議の開催回
数

年5回 年11回 （事業№１へ統合）

2 総
公共施設整備・
再編計画推進事
業

公共施設整備・再編計画
に基づき、適切な進行管
理を推進する。

関係各
課

政
策

公共施設整
備・再編計画
の推進

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 事業の進捗状
況

関係機関
との調整

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

海岸青少年会館・福
祉会館複合施設の管
理運営体制等につい
ての庁内検討

関係各課協議
の回数

年3回 年1回

海岸青少年会館・福
祉会館複合施設の管
理運営体制等につい
ての庁内検討

関係各課協議
の回数

年2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

旧図書館跡地の地域
集会施設等複合施設
基本・実施設計の策
定

関係各課協議
の回数
（子育て支援
課、市民自治
推進課、建築
課と共管）

年6回 年0回

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

旧さつきホーム跡地
の売却に向けての準
備

関係各課協議
の回数
（用地管財課
と共管）

年3回 年0回
旧さつきホーム跡地
の売却に向けての準
備

関係各課協議
の回数
（用地管財課
と共管）

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

未利用公有地の利活
用

関係各課協議
の回数
（用地管財課
と共管）

年3回 年0回
未利用公有地の利活
用

関係各課協議
の回数
（用地管財課
と共管）

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

未利用公有地の利活
用

元町地区保有
地の売却

23年3月 22年9月

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

土地及び施設管理主
管課との会議

会議の開催回
数

年5回 年3回
土地及び施設管理主
管課との会議

会議の開催回
数

年3回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

公共施設整備・再編
計画の進捗確認・照
会

各課への照会
等回数

年2回 年2回
公共施設整備・再編
計画の進捗確認・照
会

各課への照会
等回数

年2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

公共施設整備・再編
計画の実現に向けた
調査研究

有識者等によ
る助言・調査

年2回 年0回
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

802,450 802,450 活動指標の名称 目標値 487,938 487,938

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

施設再編整備課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

施設再編整備課

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

公共施設整備
・再編計画の再検証

整備プログラ
ムの見直し案
の作成

22年7月 23年2月

2
公共施設整備・
再編計画推進事
業

公共施設整備
・再編計画の推進

関係各課との
協議

年3回 年2回

3 総
公共施設等再編
整備基金事業

「公共施設整備・再編計
画」を整備プラグラムに
基づき計画的に推進する
ための財源の確保を図る
ため、設置した特定目的
基金に毎年度積立を行

関係各
課

政
策

公共施設等再
編整備基金の
充実

358,683
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 基金の積み立
て累計額

９億円 400,925

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

3
公共施設等再編
整備基金事業

公共施設等再編整備
基金の充実

公共施設等再
編整備基金へ
の積立

23年3月 23年3月 358,683
公共施設等再編整備
基金の充実

公共施設等再
編整備基金へ
の積立

24年3月 400,925

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増
や
す

4 総
管理支援システ
ムの運用

施設の台帳管理を中心に
図面（ＣＡＤ）、書類等
を統合的に管理し、公共
建築物の適切な維持管理
を推進する。

施設利
用者

定
例
定
型

公共施設の長
寿命化の推進

3,074
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 支援システム
の保守管理

12回 2,786 未 中 高 高
現状維

持
なし 維持

4
管理支援システ
ムの運用

営繕工事における管
理支援システムの運
用

営繕管理シス
テムへの各発
注工事情報の
入力

23年3月 23年3月
営繕工事における管
理支援システムの運
用

営繕管理シス
テムへの各発
注工事情報の
入力

24年3月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
管理支援システ
ムの運用

管理支援システムの
運用

台帳・営繕・
保全業務等シ
ステムの活用

23年3月 23年3月 3,074
管理支援システムの
運用

台帳・営繕・
保全業務等シ
ステムの活用

24年3月 2,786
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5 総

「建物維持管理
の手引き」に基
づく管理及び指
導

統一基準により施設の長
寿命化を推進する。

施設利
用者

定
例
定
型

公共施設の長
寿命化の推進

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 維持管理点検
の実施

173施設

業
務
計
画

未 中 高 中
現状維

持
なし

予算
なし

5

「建物維持管理
の手引き」に基
づく管理及び指
導

「建物維持管理の手
引き」に基づく管理
及び指導

点検施設数 171施設 171施設
「建物維持管理の手
引き」に基づく管理
及び指導

点検施設数 173施設

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

702 総
中長期維持保全
計画の策定

計画的な維持保全（予防
保全）計画を作成するこ
とで建物を適切な状態に
維持管理する。

施設利
用者

公共施設の長
寿命化の推進

20,143
目標とした期限まで
に事務を完了し、成
果が出ている。

Ａ

702
中長期維持保全
計画の策定

劣化診断・部位調査
の実施

劣化診断・部
位調査の業務
委託の実施

11施設 11施設 20,143

702
中長期維持保全
計画の策定

予防保全対象施設の
中長期維持保全計画
の策定

中長期維持保
全計画の策定

22年6月 22年7月

702
中長期維持保全
計画の策定

   

6 総
公共建築物中長
期保全計画推進
事業

中長期保全計画に基づ
き、建物の効果的・効率
的な維持管理を推進す
る。

施設利
用者

政
策

公共施設の長
寿命化の推進

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 事業の進捗状
況

実施事業
数
6施設

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
公共建築物中長
期保全計画推進
事業

中長期保全計画に基
づいた実施計画の策
定

実施計画の策
定

22年10
月

23年3月

6
公共建築物中長
期保全計画推進
事業

平成23年度に向けた
各課の予防保全予算
の調整

予防保全対象
施設の予算調
整

22年10
月

22年10
月

平成24年度に向けた
各課の予防保全予算
の調整

予防保全対象
施設の予算調
整

23年10
月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

7 総

建築基準法第１
２条に基づく法
定定期点検の実
施

公共建築物の安全性及び
防災機能確保を図るため
に法に義務づけられた定
期点検を実施する。

施設利
用者

定
例
定
型

公共施設の長
寿命化の推進

3,623
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 法定定期点検
等の実施

21施設 7,180 未 中 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

802,450 802,450 活動指標の名称 目標値 487,938 487,938

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

施設再編整備課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

施設再編整備課

施策目標 公共施設の再編整備と適切な維持管理を進める

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

7

建築基準法第１
２条に基づく法
定定期点検の実
施

特定建築物の法定定
期点検の実施(学校を
除く）

法定定期点検
の業務委託の
実施

17施設 17施設 3,623
特定建築物の法定定
期点検の実施(学校を
除く）

法定定期点検
の業務委託の
実施

14施設 7,180 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
建築基準法第１
２条に基づく定
期点検の実施

建築物の定期点検の
実施(学校を除く）

定期点検業務
の実施

7施設 8施設
建築物の定期点検の
実施(学校を除く）

定期点検業務
の実施

7施設 済
必
要

可
不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課(班)の活動内容の
検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

4月 4月

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課(班)の活動内容の
検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

4月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

災害等の行政施策の
総合調整（災害等発
生時）

行政施策調整
会議の開催

随時 随時
災害等の行政施策の
総合調整（災害等発
生時）

行政施策調整
会議の開催

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総 庁内共通事務
庁内共通事務のとりまと
めや庁内外の照会回答を
行う。

職員

定
例
定
型

603 603
適正に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 605 605

現状維
持

なし
予算
なし


